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1

臼杵市内再エネ

FIT 電源： 10%

非FIT 電源： 15%

メタンガス発電・太陽光発電

2

送配電事業者

九州電力送配電㈱

3

お客様

供給先

公共施設
臼杵市内 工場・事業所・飲食店

ご家庭

地産地消率
25% （ FIT 10% + 非FIT 15% ）

再エネ種別
メタンガス・太陽光

太陽光発電

エネルギーの地産地消を目指す

その他は、相対取引や市場調達

メタンガス発電



0 3 ／ このパートで

脱炭素は、 特別な企業だけの話ではありません

宮崎県・大分県・全国の 中小企業 の事例を紹介します 。
「うちにもできそう」「やってみたい」を、お持ち帰りいただくのが目的です。

01
業種を問わず、
始まっている

製造業だけでなく、
結婚式場・クリーニング・
情報サービス など で
取組みが広がっています。

02 まず「見える化」、
そして「小さく一歩」

最初から大きな投資は不要。
排出量を測ることから始め、
運用改善や設備の更新で
着実に削減が進んでいます。

03 取組みが
会社の強みになる

コスト削減だけでなく、
取引先からの信頼、
地域ブランド、採用力など、
経営の新しい武器になります
。

出典：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営導入ハンドブック」／宮崎県産業振興機構ほか



0 4 ／ 現場の声

こんな悩み、ありませんか？

中小企業のみなさん

01 何から手をつければ
いいのか分からない

脱炭素って言葉は聞くけど、
うちの会社では何が「最初の一歩」？

02 取引先から
CO₂排出量を聞かれた

親会社・大手取引先からの要請が増えてきた。
このままで取引を続けられるのか不安。

03 投資する余裕はない
けど何かやりたい

大きな設備投資は厳しい …
お金をかけずにできることはある？

04 取組んでも、
本当に意味はあるの？

コストや手間に見合う成果が出るのか？
会社にプラスになる確信が持てない。



0 5 ／ 宮崎県の取組み

宮崎県でも “まずは見える化 ”が始まっている

宮崎県は2023 年度から 「ゼロカーボンひなたチャレンジ」 を実施。県内企業の CO₂排出量の
「 見える化」を支援するプログラムです 。

ゼロカーボンひなたチャレンジ（宮崎県 × e-dash ）

参加企業

約190
社

業種

製造・建設
サービス …

幅広い業種

対象

Scope
1 ・ 2

自社の排出を可視化

プログラムの中身

① 領収書アップだけで可視化 → ② 排出量レポート → ③ 削減施策の提案

県内金融機関と連携した呼びかけが応募増の追い風に 。
「県内企業の心を動かすカンフル剤に」（宮崎県）

KEY MESSAGE

ダイエットは、
まず体重計に
乗ることから。

脱炭素も同じ。
自社の排出量がわからないと、
どこから削減できるかも
見えてきません。
― 宮崎県環境森林部 担当者

出典： e-dash 「宮崎県が "ゼロカーボンひなたチャレンジ "でe-dash を選んだ理由」（ e-dash.io ）



0 ６ ／ 大分県の事例

後藤製菓 × うすきエネルギー（大分・臼杵市）
地域資源 × 再エネ × ブランド ― 1社では描けない、地域ぐるみの物語

1 老舗の挑戦

1919 年創業
臼杵煎餅の老舗

2 同じ土地で発電する

営農型
太陽光発電

後藤製菓の有機JAS圃場の上に
太陽光パネルを設置（ 2026 年1月）。
「農業が主、発電は従」 として
営農を続けながら発電します。

3 地域でお金が回る

電気代を、
地域内循環へ

発電した電気は、臼杵市の
公共施設（サーラ・デ・うすき／
臼杵市観光交流プラザ）へ供給。

電気代の市外流出を抑え、
地域内で循環させる仕組みに。

学び 脱炭素は、地域資源と組み合わせると「会社の物語」になる。 1社で抱え込まず、地域のパートナーと組む選択肢。



0 ７ ／ 林業・製材工場から見た脱炭素



0 ７ ／ 林業・製材工場から見た脱炭素

林業・製材工場から見た脱炭素
― 宮崎県は「 伐って、使って、植えて、育てる 」が強み ―

製材工場 中国木材 日向工場

宮崎県産スギを中心に毎月約 50,000 ㎥を製材。

天然乾燥4〜8ヶ月 を組み合わせ

乾燥釜コスト 約半減

バイオマス発電は、工場内で出る オガ屑・バーク・未利用材 で

再造林 ／ Ｊ -クレジット 都城森林組合

伐採跡地に再造林 → クレジットで資金化 、
次の造林に再投入する「循環型林業 」。

霧島酒造などの地元企業 などにも 販売
→ 売却益は再造林、下刈り等 の費用に充当

学び

宮崎の「伐って →使って →植えて→育てる」サイクルは、製造業・サービス業の脱炭素とは別ルートで

CO₂ を削る・吸う・ためる。

森林を持つ県だからこそ、中小企業も 地元の資源×地元のクレジット で。

出典：宮崎県「脱炭素化の取組み事例 中国木材（株）日向工場」（ 2023.11 ）／ J-クレジット制度 公式プロジェクト計画書（ japancredit.go.jp ）／ J-クレジット制度 認証一覧

製材品の乾燥

建築廃材を活用



0 ８ ／ 宮崎県内の事例 ①

株式会社モリタ（宮崎市）

輸送用機械器具製造業 脱炭素推進モデル企業（令和 6年度選定）

宮崎県産業振興機構×リコージャパンの伴走支援で省エネ診断を実施。
29 項目の改善提案を受け、運用面 → 投資面の順で実行中。

主な改善提案 ／ 29 項目から

照明のLED化
エアコンの更新・ EMS制御
空調室外機の遮光対策

自動販売機の照明消灯
圧縮エア配管のエア漏れ点検
空調温度の最適化（運用改善）

ポイントは「投資ゼロでできる運用改善から着手し、効果を確認しながら投資へ」。

EFFECT

全施策を実行した場合の
年間効果は…

数百万
円／年 の見込み

エネルギーコスト削減と
CO₂排出削減を同時に実現。
従業員の脱炭素意識も向上。

学び 大きな投資の前に、運用改善で十分な成果が出る。「 29項目」のように、専門家と一

緒に棚卸しすることで “やれること ”が見える。

出典：リコー「中小企業に脱炭素経営を浸透させる」（ ricoh.co.jp ）／宮崎県産業振興機構



0 9 ／ 全国事例 ①

サービス業で の取り組みもある！
結婚式場業とクリーニング業 ― いずれも生活に近い業種で、 CO₂削減と本業の価値向上が両立しています。

企業 / 業種 取り組み内容 削減効果 本業へのプラス

株式会社
原田屋

結婚式場業
（生活関連サービス）

山口県内 本店＋式場2店舗の
計3店舗で取組み

フードマイレージ削減 に
つながる料理開発
ノンミート肉料理／
地元野菜「やまぐち薔薇寿司」

拠点空調のリモート温度制御
エコドライブ／フィルタ清掃

2022 年度比

35 %
削減を実現

3店舗合計 約312t -CO₂
（ 2024 年4月末まで／ 1年）

婚礼サービスの
付加価値として打ち出 す方向

経営理念に「持続可能性
」を統合

株式会社
ハニードライ

クリーニング業
（洗濯・理容・美容）

山口県内事業者

高効率な石油系ドライ洗濯機 を導入
高回収乾燥機に更新

クリーニング溶剤の使用量を大幅削
減し再利用へ

CO₂削減量

約15 t
／年（見込み）

エネルギー消費量を削減
光熱費の圧縮に直結

同時に生産性が向上
溶剤コストも低減

出典：山口県「中小企業の脱炭素経営に向けた取組事例集」（ pref.yamaguchi.lg.jp ）



１０ ／ 全国事例 ②

脱炭素を、 本業の強みに変える
削減「だけ」で終わらせず、新事業／採用力／業界での優位性へつなげている 2社。

株式会社おぎそ 業種：陶磁器卸売業（小売・卸）

傷ついた食器を磨き直して再生する「リペア事業」を立ち上げ

① 岐阜県セラミックス研究所と連携しリサイクル食器の LCAデータを可視化
② ホテル等で保管されている傷んだ食器を削って絵付け ＝「捨てずに使う」サプライチェーン
③ 排出削減量を取引先・関係者に提示

食器1t あたり CO₂削減見込み

約3.3 t-CO₂

経営面のプラス

知名度・認知度 UP
社員のモチベ＆採用力 向上

学び 脱炭素は、自社の「ストーリー」を更新する経営テーマ。新事業／採用／業界ポジションのドライバーになる。
出典：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営導入ハンドブック」（ env.go.jp ）



１１ ／ 全国事例 ③

脱炭素を、 本業の強みに変える
削減「だけ」で終わらせず、新事業／採用力／業界での優位性へつなげている 2社。

株式会社NTC 業種：情報サービス業

“オフィスの脱炭素 ”そのものを、業界での優位性に

① テナントビル管理者から電力データを入手し Scope1 ・ 2・ 3を算定（ 2020 年〜）
② テレワーク維持＋ フリーアドレスで 2/3に集約
③ サーバーのクラウド化、待機電力削減
④ SBT水準（ 2030 年に2020 年比42% 削減）を設定

経費面

電気代
大幅削減

事業面

情報サービス業界で
先行＝優位性を構築

学び 脱炭素は、自社の「ストーリー」を更新する経営テーマ。新事業／採用／業界ポジションのドライバーになる。
出典：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営導入ハンドブック」（ env.go.jp ）



１２ ／ 事例から見える共通パターン

成功した 会社に共通する、 3ステップ

業種・規模・地域はバラバラでも、進め方には 共通の「型」 があります。

STEP 1

知る・測る

自社の排出量を「見える化」

電気・燃料の使用量を整理
県の支援プログラムを活用
専門家による省エネ診断

例： モリタ（ 29項目）、 NTC（ Scope1 -
3算定）、宮崎県の見える化支援

STEP 2

減らす

運用改善 → 設備更新 → 再エネ

お金をかけずに運用見直し
LED・空調・高効率機器へ更新
自家消費型太陽光や地域再エネ

例： 原田屋（▲ 35% ）、ハニードライ（
▲15t/年）、後藤製菓×うすきエネルギ
ー

STEP 3

活かす・伝える

取引・採用・ブランドの武器に

取引先・顧客に成果を発信
新事業・新サービスに展開
採用・社員エンゲージメントへ

例： おぎそ（リペア事業）、 NTC（業界
で先行）、後藤製菓（地域ブランド）

大事なのは、 この 3ステップを「ぐるぐる回す」 こと。一度きりではなく、繰り返すことで会社の文化になる。

出典：環境省・宮崎県・山口県の事例集を踏まえた整理



最初の一歩は、
思っているより、 小さくていい。

領収書をまとめる、社内の電気使用量を整理する、専門家に相談する 。
そんな日常の延長から、すべてが始ま ります。
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